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雇用環境・均等局（雇用均等・児童家庭局） 

所管の分科会等における審議状況 

（平成 28 年８月 31 日以降） 

 

（雇用環境・均等分科会（雇用均等分科会）） 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律等の一部改正法等について【別紙１～３】 
「未来への投資を実現する経済対策」（平成 28 年８月２日閣議決定）を踏まえた仕事と育

児の両立支援について検討を行い、平成 29 年１月５日に「雇用保険法等の一部を改正する法

律案要綱」が厚生労働大臣より労働政策審議会に諮問され、育児・介護休業法部分について

は、同年１月６日の雇用均等分科会で「おおむね妥当」との結論に至り、答申がなされた。 

これを受け、同年３月 31 日に「雇用保険法等の一部を改正する法律」を公布し、これに基

づく省令、告示事項について検討を行った。 

同年４月 18 日に「雇用保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係

省令の整備等に関する省令案要綱」が厚生労働大臣より労働政策審議会に諮問され、育児・

介護休業法施行規則部分については同年４月 24 日の雇用均等分科会において「おおむね妥当」

との結論に至り、答申がなされた。 

また、同年６月５日に「子の養育又は家族介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業

生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針の

一部を改正する告示案要綱」が厚生労働大臣より労働政策審議会に諮問され、同日の雇用均

等分科会において「おおむね妥当」との結論に至り、答申がなされた。 

これに基づき、同年６月 30 日に「雇用保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う

厚生労働省関係省令の整備等に関する省令」を公布し、「子の養育又は家族介護を行い、又

は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主

が講ずべき措置に関する指針の一部を改正する告示」を告示した。 

 

○ 次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令案

（次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法関係）について 

【別紙４】 

次世代育成支援対策推進法に基づく認定及び特例認定基準の見直しに係る「次世代育成支

援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令案要綱」について、平成 29 年２月 13 日に厚

生労働大臣より労働政策審議会に諮問され、同年２月 24 日の職業安定分科会において「妥当」

との結論に至り、次世代育成支援対策推進法施行規則及び女性活躍推進法施行規則部分につ
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いては、同年２月 28 日に雇用均等分科会において「おおむね妥当」との結論に至り、３月

22 日に答申がなされた。 

これを受け、同年３月 30 日に「次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省

令」を公布した。 

 

 

○ 雇用保険法及び建設労働者の雇用の改善等に関する法律施行規則の

一部を改正する省令について（両立支援等助成金の見直し関係）【別紙

５】  
両立支援等助成金の見直しに係る「雇用保険法施行規則及び建設労働者の雇用の改善等

に関する法律施行規則の一部を改正する省令案要綱」について、平成 29 年３月 28 日に厚生

労働大臣より労働政策審議会において諮問され、両立支援等助成金部分について同年３月 31

日の雇用均等分科会において「おおむね妥当」との結論に至り、答申がなされた。 

これを受け、同年４月１日に「雇用保険法施行規則及び建設労働者の雇用の改善等に関す

る法律施行規則の一部を改正する省令」を公布した。 

 

○ 労働時間等設定改善指針の一部を改正する告示について【別紙６】 

年次有給休暇付与の早期化を検討すること等に係る「労働時間等設定改善指針の一部を改

正する告示案要綱」について、平成 29 年９月６日に厚生労働大臣より労働政策審議会に諮問

され、同日の雇用環境・均等分科会において「おおむね妥当」との結論に至り、９月 11 日に

答申がなされた。 

これを受け、同年９月下旬に「労働時間等設定改善指針の一部を改正する告示」を告示す

る予定。 

 

○ 子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職

業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講

ずべき措置に関する指針の一部を改正する告示について【別紙７】 

子の看護休暇及び介護休暇の柔軟な取得に係る「子の養育又は家族の介護を行い、又は行

うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講

ずべき措置に関する指針の一部を改正する告示案」について、平成 29 年９月６日に厚生労働

大臣より労働政策審議会に諮問され、同日の雇用環境・均等分科会において「おおむね妥当」

との結論に至り、９月 11 日に答申がなされた。 

これを受け、同年９月下旬に「子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働

者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関す

る指針の一部を改正する告示」を告示する予定。 
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○男女雇用機会均等対策基本方針（第３次）について【別紙８～９】 
男女雇用機会均等法第４条に基づき策定される基本方針であり、平成 29 年 2 月 13 日の雇

用均等分科会において諮問・答申を行った。 

 

○ 雇用均等分科会の 2015 年度の年度評価及び 2016 年度の目標設定に

ついて【別紙 10】 

  雇用均等分科会の 2015 年度目標に対する年度評価及び 2016 年度の目標設定については、

別紙のとおり。 

 

 

（雇用環境・均等分科会家内労働部会（雇用均等分科会家内労働部会）） 

○平成 28 年度家内労働概況調査結果等について【別紙 11～12】 

平成 28 年度家内労働概況調査結果、第 12 次最低工賃新設・改正計画の進捗状況等につい

て、3月 21 日の家内労働部会において報告した。 

 

（雇用環境・均等分科会同一労働同一賃金部会（雇用均等分科会同一

労働同一賃金部会）） 

○同一労働同一賃金に関する法整備について【別紙 13～14】 

「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議決定）を踏まえ、平成

29 年４月から同一労働同一賃金部会において検討を行い、同年６月９日の同部会において

建議「同一労働同一賃金に関する法整備について（報告）」を取りまとめ、６月 16 日に労働

政策審議会において厚生労働大臣に建議した。 

これを受け、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案要綱」につい

て、平成 29 年９月８日に厚生労働大臣より労働政策審議会に諮問され、同年９月 12 日の同

一労働同一賃金部会において、当部会所管関係については、別添 14 のとおりとして「おお

むね妥当」との結論に至り、部会報告がなされた。 

 

※同一労働同一賃金部会は、平成 29 年４月 28 日に、労働条件分科会、職業安定分科会及び

雇用均等分科会の下に設置された。同年７月 11 日以降は、職業安定分科会及び雇用環境・

均等分科会の下に設置されている。 
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（勤労者生活分科会中小企業退職金共済部会） 

○平成 29 年度の付加退職金支給率について【別紙 15】 

中小企業退職金共済制度における平成 29 年度の付加退職金の支給率（毎年の収支状況等

に対応して算定）を０％することとしたもの。 

（平成 29 年３月 10 日：中小企業退職金共済部会に諮問・答申。平成 29 年３月公布、４月

施行） 

 

 

【参考】 分科会等開催実績 

・雇用環境・均等分科会（雇用均等分科会） 9／14、10／6、10／25、11／21、12／7、1

／6、2／13、3／31、4／12、4／24、6／5、9／6 

・家内労働部会  3／21 

・同一労働同一賃金部会 4／28、5／12、5／16、5／30、6／6、6／9、9／6、9／12 

  

 ・勤労者生活分科会 11/29 

 ・中小企業退職金共済部会 11/8、2/27、3/10 
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育児・介護休業法の改正について 
 

１．趣旨 

 都市部を中心に待機児童が多く見られることを背景に、子が１歳６か月に達するまで育児休業を

取得してもなお保育所に入れず、やむを得ず離職する方が一定数いることを受け、緊急的なセーフ

ティネットとして、保育所に入れない場合等における育児休業の延長や、男性の育児参加促進のた

めの仕事と育児の両立支援策について所要の措置を講ずるもの。 

 

２．主な内容 

①育児休業期間の延長 

現行の育児休業では、４月から９月生まれの子の場合、１歳６か月まで育児休業を取得しても、

一般的な保育所の入所時期である４月に届かず、職場復帰を諦めて離職せざるを得ない方が一定数

存在すると考えられる。そこで、子の生まれ月による不公平を是正し、保育所等を利用できないた

めに離職せざるを得ない事態を防ぐための緊急的なセーフティネットとして、保育所に入れない場

合等に最長で子が２歳に達するまで育児休業を延長できることとする。 

 
②育児休業等の制度の個別周知の努力義務化 

労働者が育児休業を取得しやすい職場環境とするため、事業主が、育児休業等の対象者を知った

時には、当該対象者に育児休業等の制度を個別に周知することを努力義務とする。 
 

③育児目的休暇制度の努力義務化 

配偶者の妊娠や出産に際して男性が取得した休暇制度の調査では、育児休業制度以外の休暇が多

く利用されている。これを踏まえ、特に男性労働者による育児を促進するため、子が小学校に就学

する前まで利用できる育児を目的とした休暇制度を設けることを努力義務とする。 
 

３．施行期日 

 平成 29年 10 月１日 

別紙１ 
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1 
 

雇用保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関

する省令案の概要について（育児・介護休業法施行規則部分） 

 

 

１．趣旨 

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法

律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）の一部改正を含む雇用保険法等の一部を

改正する法律（平成 29 年法律第 14 号。以下「改正法」という。）が平成 29 年３月 31 日

に公布され、その一部は平成 29 年 10 月１日に施行される。 

 

○ 改正法の一部の施行に伴い、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律施行規則（平成３年労働省令第 25 号。以下「育児・介護休業法施行規則」

という。）等の規定について、所要の改正を行う必要がある。 

 

２．概要 

 １．子が１歳６か月から２歳に達するまでの育児休業の申出 

  育児・介護休業法第５条第４項の厚生労働省令で定める場合は、保育所等における保育

の利用を希望し、申込みを行っているが、子が１歳６か月に達する日後の期間について、

当面その実施が行われない場合等とすること。 

  

２．その他 

  その他所要の改正を行う。 

 

３．根拠法令 

・育児・介護休業法第５条第４項 

 

４．施行期日等 

 公布日 平成 29 年６月 30 日 

施行日 平成 29 年 10 月１日 

 

別紙２ 
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子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と

家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に

関する指針の一部改正について【概要】 

 

雇用均等・児童家庭局 

職 業 家 庭 両 立 課 

 

１．指針案の概要 

平成 29 年３月 31 日に公布された雇用保険法等の一部を改正する法律（平

成 29 年法律第 14 号）による育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「法」という。）の

一部改正を踏まえ、子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労

働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講

ずべき措置に関する指針(平成 21 年厚生労働省告示第 509 号。以下「育児・

介護指針」という。)について所要の規定の整備を行う。 

 

２．改正の趣旨及び主な内容 

 (1) 法第21条第１項の規定により育児休業及び介護休業に関する事項を定め、

周知するに当たっての事項について以下を追加する。 

① 労働者のプライバシーを保護する観点から、労働者が自発的に当該

労働者若しくはその配偶者が妊娠若しくは出産したこと又は当該労働

者が対象家族を介護していることを知らせることを前提としたもので

あること。そのために、育児・介護休業法第 25 条に定める措置を事業

主が講じている必要があること。 

② 労働者又はその配偶者が妊娠若しくは出産したことを知ったときに、

当該労働者に対し育児休業に関する事項を知らせるに際しては、当該

労働者が計画的に育児休業を取得できるよう、あわせて、法第５条第

２項の規定による育児休業の再度取得の特例、法第９条の２の規定に

よる同一の子について配偶者が育児休業をする場合の特例、その他の

両立支援制度を知らせることが望ましいこと。 

 

(2) 法第 24 条第１項に規定する休暇及び同項各号に定める制度又は措置に

準じて必要な措置を講ずるに当たっての事項について 

労働者の申出に基づく育児に関する目的のために利用することができる

休暇を以下のように例示する。 

・ 配偶者の出産に伴い取得することができる休暇（配偶者出産休暇） 

別紙３ 
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2 
 

・ 入園式、卒園式等の行事参加も含めた育児にも利用できる多目的休

暇（失効年次有給休暇の積立による休暇制度の一環として措置するこ

とを含む。） 

 

(3) 法第 25 条の規定により、事業主が職場における育児休業等に関する言動

に起因する問題に関して雇用管理上必要な措置を講ずるに当たっての事項

について 

労働者の事情やキャリアを考慮して、早期の職場復帰を促すことは「制

度等の利用の申出等又は制度等の利用を阻害するもの」に含まれないこと

とする。 

 

(4) その他所要の規定の整備 

 

３. 適用日等 

適用日：平成 29 年 10 月１日 

公布日：６月 30 日 

 

４．根拠法令 

法第 28 条 
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厚生労働省認定制度の見直しについて 
 

雇用均等・児童家庭局 

職 業 安 定 局 

１. 改正の趣旨 

過重労働問題が発生した企業がくるみん認定を受けていた事例があり、国会等でも問題になっ

たことを受け、くるみん認定基準等を、真に子育てサポートをしている企業を対象とするよう見

直す必要がある（平成 28 年 11 月 8 日（参）厚生労働委員会等でも見直す旨大臣より答弁）。 

基準等の見直しに当たっては、長時間労働が恒常化している企業は認定しないこととするほか、

あわせて、同様の観点から、えるぼし、ユースエールの認定基準等も、各認定制度の趣旨に真に

合致した企業が認定を取得できるよう、以下のとおり見直しを実施する。 

  

２. 内容 

⑴ 労働時間数について 

「くるみん」について、新たに労働時間数についての基準を設ける。 

「プラチナくるみん」、「ユースエール」についても労働時間に関する認定基準を厳格化す

る。 

 

⑵ 男性の育児休業取得について 

企業規模に関係なく、男性の育児休業等取得者が１人以上という取得人数を基準としていた

「くるみん」について、取得率を基準とする。 

 

 ⑶ 「関係法令に違反する重大な事実」について 

   「くるみん」、「プラチナくるみん」、「えるぼし」について、労働基準法等違反は書類送検

を不認定や認定取消の対象としていたが、その範囲を拡大し、「ユースエール」と同様に、是

正勧告を受けて是正していない場合も不認定や認定取消の対象とする。 

 

 ⑷ 認定辞退制度の創設 

   「くるみん」、「プラチナくるみん」、「えるぼし」について、「ユースエール」と同様に、

認定基準を満たさなくなった場合は、事業主が所轄都道府県労働局にその旨を申し出ること

のできる制度を創設。 

 

 ⑸ 取消後の再取得期間の見直し 

   「くるみん」、「プラチナくるみん」、「えるぼし」について、「ユースエール」と同様に、

認定を取り消された場合は、取消から３年経過するまで再取得できないこととする。ただし、

数値基準を満たさなくなり⑷の認定辞退を行った事業主については、基準を満たせば随時再

取得できることとする。 

 

３. 施行期日等 

公布日 平成 29 年３月 30 日 

施行日 平成 29 年４月１日 

別紙４ 
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雇用保険法施行規則及び建設労働者の雇用の改善等に関する法律施行規則の 

一部を改正する省令案概要（両立支援等助成金の見直し関係） 
 

雇用均等・児童家庭局 
雇 用 均 等 政 策 課 
職 業 家 庭 両 立 課 

 

１ 助成金の整理統合 

・ 事業所内保育施設設置・運営等支援助成金を事業所内保育施設コース助成金と改正 

・ 出生時両立支援助成金を出生時両立支援コース助成金と改正 

・ 介護離職防止支援助成金を介護離職防止支援コース助成金と改正 

・ 中小企業両立支援助成金のうち、代替要員確保コース、育休復帰支援プランコースを整理統合し、育

児休業等支援コース助成金と改正 

・ 再雇用者評価処遇コース助成金を新設 

・ 女性活躍加速化助成金を女性活躍加速化コース助成金と改正 

 

２ 生産性要件の設定  

事業主が労働生産性を高めていくことに対するインセンティブを付与するため、労働生産性を向上

させた場合（労働生産性に係る一定の要件（以下「生産性要件」という。）を満たした場合）について、

出生時両立支援コース助成金、介護離職防止支援コース助成金、育児休業等支援コース助成金、再雇

用者評価処遇コース助成金及び女性活躍加速化コース助成金の助成額を割り増すこととする。 

 

３ 各コースの改正概要 

① 出生時両立支援コース助成金の改正 

支給要件に係る育児休業の定義を見直し、引き続き雇用された期間が１年未満の有期契約労働者

に対して講ずる育児・介護休業法に規定する育児休業に準ずる休業を対象に追加することとする。 

 支給額 

育児休業１人目 育児休業２人目以降 

中小企業事業主 
57 万円 

【72 万円】 

14.25 万円 

【18 万円】 

中小企業以外の事業主 
28.5 万円 

【36 万円】 

14.25 万円 

【18 万円】 

※ 生産性要件を満たした事業主は【 】の額を支給 
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② 育児休業等支援コース助成金の改正 

・ 育児休業の円滑な取得、職場復帰のための育休復帰支援プランの作成や代替要員の確保に取り組む

中小企業事業主に対して支給することとする。 

・ 支給要件に係る育児休業の定義を見直し、引き続き雇用された期間が１年未満の有期契約労働者に

対して講ずる育児・介護休業法に規定する育児休業に準ずる休業を対象に追加することとする。 

・ 育児休業取得者の代替要員を雇用せずに、現に雇用する従業員が業務を代替する場合の職場マネジ

メントを行った中小企業事業主に対して、当該育児休業取得者の職場復帰時に加算措置を新設するこ

ととする。 

・ 中小企業両立支援助成金（代替要員確保コース）に設けられていた育児休業を取得した有期契約労

働者が期間の定めのない労働契約を締結している者として復職した場合の加算措置（10 万円）を廃止

することとする。 

 支給額 

①育休取得時 
28.5 万円 

【36 万円】 

②職場復帰時 
28.5 万円 

【36 万円】 

職場支援加算（新設） 

左記に加え、 

19 万円【24 万円】 

③代替要員確保時 

（１人あたり） 

47.5 万円 

【60 万円】 

有期契約労働者加算 

左記に加え、 

9.5 万円 

【12 万円】 

※１ ①②はそれぞれ１事業主２人まで（期間の定めのない労働契約を締結している者・有期契約労働者１人ずつ）

支給 

※２ ③は１人目の対象者が生じてから５年間、１年度 10 人まで支給 

※３ 生産性要件を満たした事業主は【 】の額を支給 

※４ 職場支援加算は、①業務の見直し・効率化を行い、②他の従業員の増加する業務に対応する手当を支給、③

所定労働時間が増加していないなどの条件のもと、育児休業取得者が原職等復帰をした場合に支給 

※５ 有期契約労働者加算は、育児休業等支援コース助成金の対象労働者が有期契約労働者である場合に支給 

 

【現行制度の概要】 

男性労働者が育児休業を取得しやすい職場風土作りに取り組み、子の出生後８週間以内に開始す

る連続１４日以上（中小企業は連続５日以上）の育児休業を取得した男性労働者が生じた事業主に

助成金を支給する。 

 育児休業１人目 育児休業２人目以降 

中小企業事業主 60 万円 15 万円 

中小企業以外の事業主 30 万円 15 万円 
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③ 再雇用者評価処遇コース助成金の新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規事業の概要】 

妊娠、出産、育児や介護により退職した者が、就業が可能になったときに、退職前の勤務経験や退職後

の就業経験等を適切に評価し、復職できる再雇用制度を導入し、希望者を再雇用した事業主に対して助成

金を支給する。 

≪助成対象事業主≫ 

以下の要件を満たす事業主 

① 再雇用制度の導入 

② 対象労働者を期間の定めのない雇用契約により再雇用 

≪支給額≫ 

再雇用した被保険者１人について、６か月以上継続雇用した場合（１回目）、１年以上継続した場合（２

回目）にそれぞれ次の額を支給 

 再雇用者１人目 再雇用者２人目から５人目まで 

中小企業事業主 各回 19 万円【24 万円】 各回 14.25 万円【18 万円】 

中小企業以外の事業主 各回 14.25 万円【18 万円】  各回 9.5 万円【12万円】 

※１ １事業主５人まで支給 

  ※２ 生産性要件を満たした事業主は【 】の額を支給 

【現行制度の概要】 

 中小企業両立支援助成金 

 ・代替要員確保コース 

 育児休業取得者の代替要員を確保し、かつ、休業取得者を原職等に復帰させた中小企業事業主に対し

助成金を支給する。 

 支給額 

①通常 50 万円 

②育児休業取得者が有期契約労働者の場合 10 万円加算 

③有期契約労働者を無期契約労働者として復帰させた場合 さらに 10万円加算 

 

 ・育休復帰支援プランコース 

「育休復帰支援プラン」を策定及び導入し、対象労働者に育児休業を取得させた中小企業事業主及び

休業取得者を原職等に復帰させた中小企業事業主に対し助成金を支給する。 

 支給額 

①育休取得時 30 万円 

②職場復帰時 30 万円 
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④ 介護離職防止支援コース助成金の支給額の変更 

 生産性要件の設定に伴い助成額を変更する。 

 
介護休業の利用 

介護のための 

勤務制度の利用 

中小企業事業主 
57 万円 

【72 万円】 

28.5 万円 

【36 万円】 

中小企業以外の事業主 
38 万円 

【48 万円】 

19 万円 

【24 万円】 

※１ それぞれ１事業主２人まで（期間の定めのない労働契約を締結している者・有期契約労働者１人ずつ）

支給 

※２ 生産性要件を満たした事業主は【 】の額を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【現行制度の概要】 

仕事と介護の両立のための職場環境整備に関する取り組みを行うとともに、「介護支援プラン」

を策定及び導入し、介護休業の取得・職場復帰や仕事と介護の両立のための勤務制度の円滑な利

用のための取組を行った事業主に対して助成金を支給する。 

 
介護休業の利用 

介護のための 

勤務制度の利用 

中小企業事業主 60 万円 30 万円 

中小企業以外の事業主 40 万円 20 万円 
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⑤ 女性活躍加速化コース助成金の見直し 

・ 中小企業事業主については、管理職に占める女性労働者の割合が雇用均等・児童家庭局長が定め

る条件に該当する場合に増額する。 

・ 中小企業以外の事業主については、管理職に占める女性労働者の割合が雇用均等・児童家庭局長

が定める条件に該当する場合にのみ支給することとする。 

  

支給額 

取組目標達成時 
 

数値目標達成時 
女性管理職の割合が 

条件に該当(新設) 

中小企業事業主 
28.5 万円 

【36 万円】 

28.5 万円 

【36 万円】 

左記に加え、 

19 万円 

【24 万円】 

中小企業以外の事業主 － － 
28.5 万円 

【36 万円】 

※ 生産性要件を満たした事業主は【 】の額を支給 

 

 

 

【現行制度の概要】 

事業主が①自社における女性の活躍に関する現状把握及び女性の活躍推進の課題（阻害要因）

の分析を行い、②課題解決に向けた取組目標と数値目標を設定した上で取組を実施し、③女性の

活躍推進に向けた取組目標及び数値目標を達成した場合に次の額を助成 

 取組目標達成時 数値目標達成時 

中小企業事業主 30 万円 30 万円 

中小企業以外の事業主 ― 30 万円 
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別紙６ 
 

 

労働時間等設定改善指針の一部を改正する告示（案）について【概要】 

 

厚生労働省雇用環境・均等局 

職 業 生 活 両 立 課 

 

１. 改正の趣旨 

 平成 29 年６月９日に閣議決定された「規制改革実施計画」において、転職

して不利にならない仕組みづくりのため、年次有給休暇付与の早期化を図る

こととされたこと、また、同日閣議決定された「未来投資戦略 2017」におい

て、地域の実情に応じ、分散化された学校休業日に合わせた年次有給休暇取

得を促進することとされたことを踏まえ、所要の措置を講ずる。 

 また、裁判員の参加する刑事裁判に関する法律の一部を改正する法律（平

成27年法律第37号）の附帯決議(平成27年５月15日衆議院法務委員会決議、

平成 27 年６月４日参議院法務委員会決議)において、政府は事業者による特

別な有給休暇制度の導入など職場環境改善の促進等に取り組むこととされた

ことを踏まえ、所要の措置を講ずる。 

 

２. 改正の内容 

○ 「２ 事業主等が講ずべき労働時間等の設定の改善のための措置」の「（１）

事業主が講ずべき一般的な措置」の「ハ 年次有給休暇を取得しやすい環境

の整備」に、年次有給休暇付与の早期化を検討すること、また、子どもの学

校休業日や地域のイベントに合わせて労働者が年次有給休暇を取得できるよ

う検討することを新たに規定する。 

○ ｢２ 事業主等が講ずべき労働時間等の設定の改善のための措置｣の「（２）

特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置」に、公民権を

行使し、又は公の職務を執行する労働者のための休暇制度等を設けることに

ついて検討することを新たに規定する。 

 

３．公布日等 

 公布日：平成 29 年９月下旬（予定） 

適用日：平成 29 年 10 月１日（予定） 

 

４．根拠条文 

労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平成４年法律第 90 号）第４条

第 1項 
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別紙７ 
 

1 
 

子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と

家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に

関する指針の一部を改正する告示（案）について【概要】 

 

厚生労働省雇用環境・均等局 

職 業 生 活 両 立 課 

 

１．改正の趣旨 

平成 29 年６月９日に閣議決定された「規制改革実施計画」において、転職

して不利にならない仕組みづくりのため、子の養育又は家族の介護を行い、

又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるように

するために事業主が講ずべき措置に関する指針(平成 21 年厚生労働省告示第

509 号。以下「指針」という。)を改正し、「仮に労使協定が締結されたとして

も、勤務開始日から一定日数の子の看護休暇及び介護休暇を取得できるよう

にすることについて、事業場の実情も踏まえ対応することが望ましい旨の記

載を追加する。」とされたことを踏まえ、所要の措置を講ずる。 

 

２．改正の内容 

指針「第二 事業主が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針

となるべき事項」の「二 法第十六条の二の規定による子の看護休暇及び法第

十六条の五の規定による介護休暇に関する事項」に、育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以

下「法」という。）第 16 条の３第２項及び第 16 条の６第２項の規定により、

労使協定の締結をする場合であっても、事業所の雇用管理に伴う負担との調和

を勘案し、一定の日数については当該事業主に引き続き雇用された期間が短い

労働者であっても、子の看護休暇及び介護休暇の取得ができるようにすること

が望ましいものであることに配慮することを新たに規定する。 

 

３. 公布日等 

公布日：平成 29 年９月下旬（予定） 

適用日：平成 29 年 10 月１日（予定） 

 

４．根拠法令 

法第 28 条 
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男女雇用機会均等対策基本方針について 
 

１ 概要 
 

男女雇用機会均等対策基本方針（以下「基本方針」という。）は、男女

雇用機会均等法第４条に基づき、男性労働者及び女性労働者を取り巻く環

境の変化や、関連する施策の進捗状況等を踏まえつつ、男性労働者及び女

性労働者のそれぞれの職業生活の動向に関する事項を明らかにするとと

もに、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について講

じようとする施策の基本となるべき事項を示すものである。 
 

２ これまでの策定経過 
 

 昭和６２年 第１次女子労働者福祉対策基本方針 

 （運用期間： 昭和６２年度～平成３年度） 

 平成 ４年 第２次女子労働者福祉対策基本方針 

 （運用期間： 平成４年度～平成８年度） 

 平成１２年 男女雇用機会均等対策基本方針 

 （運用期間： 平成１２年度～平成１６年度） 

 平成１９年 男女雇用機会均等対策基本方針 

 （運用期間： 平成１９年度～平成２３年度） 
平成２９年 男女雇用機会均等対策基本方針 

 （運用期間： 平成２９年度～平成３３年度） 
 
（参照条文） 
○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号） 
 
（男女雇用機会均等対策基本方針）  
第四条 厚生労働大臣は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する施策

の基本となるべき方針（以下「男女雇用機会均等対策基本方針」という。）を定めるものと

する。  
２ 男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。  

一 男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活の動向に関する事項  
二 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について講じようとする施策の

基本となるべき事項  
３ 男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者及び女性労働者のそれぞれの労働条件、意識

及び就業の実態等を考慮して定められなければならない。  
４ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めるに当たつては、あらかじめ、労働

政策審議会の意見を聴くほか、都道府県知事の意見を求めるものとする。  
５ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めたときは、遅滞なく、その概要を公

表するものとする。  
６ 前二項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方針の変更について準用する。  

別紙８ 
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男女雇用機会均等対策基本方針の概要

運用期間 平成29年度から概ね５年間

国民一人ひとりがその個性に応じた多様な能力を発揮でき、
特に女性が積極的に社会参加できる社会の構築が不可欠である。

基本的考え方

当面５年程度の間に採るべき
施策の基本的考え方

◆ 均等法の履行確保を前提とし、就業意欲を失わず、能力を伸長・発揮できる環境整備

◆ ワーク・ライフ・バランスを図るための条件整備の促進

◆ 各企業の主体的なポジティブ・アクションの取組の促進

◆ 就業を中断した者が、再就職・再就業できることが可能となる環境整備

※正規の職員・従業員以外の労働者にも均等法が適用されることを踏まえて対応する

法制上の機会均等の確保の上に、今後は実質上の機会均等の確保を目指す

別紙９

◆ 就業意欲を失うことなくその能力を伸長・発揮できるための環境整備
・公正な処遇の確保（均等法等の履行確保／男女間賃金格差の縮小／ポジティブ・アクションの推進
／コース別雇用管理の適正な運用の促進／妊娠、出産、育児休業等を理由とする不利益取扱い行
為の防止対策の推進／母性健康管理対策の推進）
・妊娠、出産、育児休業等に関するハラスメント・セクシュアルハラスメントの防止対策の推進、総合的
なハラスメント対策の推進
・女性活躍推進法の着実な施行（一般事業主行動計画策定の促進／女性の活躍状況に関する情報
の公表の促進／えるぼし認定取得の支援）
・学生や労働者のライフステージに応じた能力向上のための支援

◆ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組
・仕事と育児、介護の両立を図るための制度の着実な実施
・長時間労働の是正
・両立しやすい職場環境づくりの促進
・子育てや介護など地域等における支援サービスの充実

◆ 多様な就業形態に対する支援
・パートタイム労働対策
・テレワーク・在宅就業対策
・出産・子育て等で離職した女性に対する再就職支援

◆ 関係者・関係機関との連携

◆ 行政推進体制の充実、強化

具体的施策

93



94



 

1 
 

 

項目 2014 年度 

目標 

2014 年度 

実績 

2015 年度 

目標 

2015 年度 

実績 

① 女性の活躍推進に向けた

データベースの掲載企業数
※１ 

－ 1,184 社 2,000 社 2,192 社 

② 次世代育成支援対策推進

法に基づく認定（くるみん

マーク取得）企業数※２ 

2,000 社 2,138 社 2,300 社 2,484 社 

③ 男性の育児休業取得率※３ 4% 2.30% 4% 2.65% 

（備考） 

※１ 「女性の活躍推進企業データベース」掲載企業数 

※２ 雇用均等室による法施行状況調 

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を策定・実施し、厚生労働大 

臣による認定を受けた企業数 

※３ 厚生労働省「雇用均等基本調査」（2015 年度） 

５人以上規模事業所で 2013年 10 月１日から 2014 年９月 30日までの１年間に配偶

者が出産した者に占める育児休業取得者（2015 年 10 月１日までに育児休業を開始

した者）の割合 

2015 年度目標設定における考え方 

① 女性の活躍推進に向けたデータベースの掲載企業数 

・ 平成 28 年２月に内閣府の「女性の活躍『見える化』サイト」と厚生労働省

「女性の活躍・両立支援総合サイト」を統合し新設した「女性の活躍推進企

業データベース」において、企業における女性の活躍状況に関する情報公表

を促進し、女性活躍推進法の円滑な施行を目指すため、内閣府のサイト登録

企業数（1,184 社）を踏まえ 2,000 社と設定した。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

少子化社会対策大綱（2015 年３月 20 日閣議決定）に定められた目標（2020

年までに、くるみん認定企業数を 3,000 社とする）を踏まえ、2,300 社を目

標とした。 

③ 男性の育児休業取得率 

2014 年度に設定した 4%の目標を達成できなかったことから、引き続き目標

を 4%に据え置くこととした。 

２０１５年度評価シート 

資料 10 
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施策実施状況 

（2015 年度に実施した主な取組） 

① 女性の活躍推進に向けたデータベースの掲載企業数 

・ 女性活躍推進法の施行に向けた周知 

・ 女性の活躍推進及び両立支援に関する総合的情報提供事業等（予算額：約

1.1 億円）による関係事業の推進 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・ 次世代育成支援対策推進法の施行のための周知 

・ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定、実施、認

定の促進 

③ 男性の育児休業取得率 

・ 育児・介護休業法の周知啓発 

・ イクメン企業アワード、イクボスアワードの実施による社会的気運の醸成 

2015 年度施策実施状況に係る分析 

① 女性の活躍推進に向けたデータベースの掲載企業数 

・ 女性活躍推進法の成立（2015 年８月 28 日）に伴い、法の周知を進めると

ともに、法施行前から「女性の活躍推進企業データベース」への掲載を促進

したことから、2015 年度末時点での掲載企業数は 2,192 社となり、目標を

達成した。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・ くるみん認定企業数は 2015 年９月末に 2,326 社となり、目標の 2,300 社を

達成し、2016 年３月末現在で 2,484 社となっている。また、行動計画の計

画期間が終了した企業数に対する認定企業数の割合は、301 人以上企業は

11.6%、101 人以上 301 人以下企業は 2.2%となっている。 

③ 男性の育児休業取得率 

・ 2014 年度実績の 2.3%に対し、2015 年度は 2.65%と取得率は上昇したが、目

標の 4%を達成することができなかった。 

・ 男性の育児休業取得率は近年上昇傾向にあり、2015 年度は過去最高となっ

たが、依然低水準にとどまっている。 

・ 2015（平成 27）年度に実施した調査（仕事と家庭の両立に関する実態把握

のための調査）で育児休業を取得しなかった理由を調査したところ、男性は

「職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったから」が 26.6%と最も高

くなっており、男性の育児休業について社会的気運の醸成や、制度を利用し

やすい職場環境の整備がいまだ不十分であると考えられる。 
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施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

① 女性の活躍推進に向けたデータベースの掲載企業数 

・ 昨年度は、女性活躍推進法の円滑な施行を図るため、法の周知や、女性の

活躍推進に関する企業情報について自発的な情報公表の促進に取り組んだ

結果、「女性の活躍推進企業データベース」において、女性の活躍状況に関

する情報公表を行う企業数は 2,192 社となった。 

・ 今後は、女性活躍推進法が全面施行されたことを踏まえ、301 人以上の企

業については、法に基づく取組が着実に実施されるよう働きかけ等を行うと

ともに、行動計画策定等が努力義務である 300 人以下企業についても、助成

金の支給や中小企業への支援事業等を行うことにより女性活躍に向けた取

組を促進してまいりたい。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業は着実に増加しているが、2015

年３月 20 日に閣議決定された少子化社会対策大綱で、「従来からの認定制度

（くるみん）に加え、特例認定制度（プラチナくるみん）を活用し、企業に

よる次世代育成支援の更なる取組を促進する」と盛り込まれ、2020 年まで

のくるみん取得企業を 3,000 社とする数値目標が設定されたところである。 

・ そのため、引き続き認定制度や認定企業に対する税制上の優遇措置につい

て周知を図り、企業がくるみん認定やプラチナくるみん認定を目指して次世

代育成支援の取組を推進するよう、機会を捉えて働きかけを行っていく。ま

た、101 人以上 300 人以下企業における認定企業割合が特に低いことなどを

踏まえ、都道府県ごとに認定企業全体に占める中小企業の割合を把握し、割

合が低い都道府県においては、企業の認定取得の促進に向けた取組を強化す

る。 

③ 男性の育児休業取得率 

・ 男性の仕事と育児の両立支援は、育児をしたいという男性の希望の実現の

みならず、配偶者である女性の継続就業や出産意欲への影響という点でも重

要であり、「ニッポン一億総活躍プラン」でも「男性の家事・育児・介護等

への主体的参画を促進するため、男性の育児休業等を促進する企業へのイン

センティブの提供、国民的気運の醸成、更なる促進策についての総合的な検

討を行う。」と盛り込まれているところである。 

・ このため、引き続き、配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した場

合、再度育児休業を取得できることや、パパ・ママ育休プラス等男性の育児

休業取得促進策を盛り込んだ育児・介護休業法の周知を徹底するとともに、

イクメン企業アワードやイクボスアワードを実施することにより、育児休業

を取得しやすい職場環境の整備や、社会的気運の助成を図っていく。 
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・ また、2016（平成 28）年度より、男性の育児休業の取得促進のため、出生

時両立支援助成金を創設したところであり、男性の育児休業取得促進に取り

組む企業を後押ししていく。 

 

分科会委員の意見 
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2015年度
目標値

2015年度
実績値

2016年度
目標値

常時雇用する労働者が300人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一般
事業主行動計画策定届出件数

- - 2,000社

次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 2,300社 2,484社 2,700社

男性の育児休業取得率 4% 2.65% 4%

＜直近の実績値データ出所＞

○次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数

　【雇用均等室における法施行状況調】
　 ※ 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を策定・実施し、厚生労働大臣による認定を受けた全国の企業数

雇用均等分科会にて検討すべき2016年度の年度目標一覧

○男性の育児休業取得率

　【厚生労働省「平成27年度雇用均等基本調査」】
　 ※ 5人以上規模事業所で2013年10月１日から2014年9月30日までの1年間に配偶者が出産した者に占める
　　　育児休業取得者（2015年10月１日までに育児休業を開始した者）の割合
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第12次計画における改正等予定件数（件） 110 100（％）

3 2.7
新 設 0 0.0
改 正 1 0.9
廃 止 2 1.8

見送り答申 0 0.0
答申済み 6 5.5

2 1.8

11 10.0

8 7.3

0 0.0

平成28年度における改正等予定件数（件） 30 100（％）

3 10.0
新 設 0 0.0
改 正 1 3.3
廃 止 2 6.7

見送り答申 0 0.0
答申済 6 20.0

2 6.7
新 設 0 0.0
改 正 2 6.7
廃 止 0 0.0

11 36.7

8 26.7

0 0.0

平成29年度における改正等予定件数（件） 44 100（％）

平成30年度における改正等予定件数（件） 36 100（％）

未着手

（平成29年３月１日現在）　　

諮問中

諮問見送り

着手済み

着手済み

未着手

公示済

諮問見送り

公示済

諮問中

第12次最低工賃新設・改正計画の進捗状況（概要）

別紙12
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（１）短時間労働者・有期契約労働者
○ 新たに有期契約労働者についても、「均等待遇規定」
（※）の対象に。

※正規雇用労働者と短時間労働者が①職務内容(業務内容・責任の程度)、

②職務内容・配置の変更範囲（いわゆる「人材活用の仕組み」）が同一で
ある場合の差別的取扱いを禁止。

○「均衡待遇規定」（※）について、

ⅰ）待遇差が不合理かの判断は、個々の待遇ごとに、
当該待遇の性質･目的に対応する考慮要素で
判断されるべき旨を明確化。

ⅱ）考慮要素として、「その他の事情」の中から
「職務の成果」「能力」「経験」を例示として明記。

※正規雇用労働者と短時間労働者・有期契約労働者との間について①職務内
容、②職務内容・配置の変更範囲、③その他の事情を考慮して不合理な
待遇差を禁止。

【概要】 同一労働同一賃金に関する法整備について（報告）①
－労働政策審議会 建議（2017年６月）－

１ 基本的考え方

○ 正規・非正規間の格差は、少子化やひとり親家庭の貧
困等により将来にわたり社会全体へ影響。また、能力開
発機会の乏しい非正規雇用労働者の増加は、労働生産性
向上の隘路となりかねない。賃金等の待遇は労使の決定
が基本だが、同時に、不合理な待遇差の是正が必要。

○ 雇用形態にかかわらない公正な評価に基づく待遇決定
等の理念を法へ明記。

２ 労働者が司法判断を求める際の根拠となる規定の整備

（２）派遣労働者
○ 以下の２つの待遇改善方式の「選択制」に。
（派遣労働者の納得感等と所得の安定性・キャリア形
成等の双方の観点を考慮。）

１）派遣先労働者との均等・均衡方式
派遣労働者と派遣先労働者との待遇差について、短時
間労働者・有期契約労働者と同様の均等待遇規定・均
衡待遇規定を創設。（派遣先には、派遣先労働者の待
遇情報提供義務を課すなどの仕組みを設ける）

２）労使協定による一定水準を満たす待遇決定方式
派遣元事業主が、労働者の過半数で組織する労働組合
又は労働者の過半数代表者と話し合い、十分に派遣労
働者の保護が図られると判断できる以下の①～③の要
件を満たす労使協定を締結し、当該協定に基づいて待
遇決定。
①同種の業務に従事する一般の労働者の賃金水準と同等以上
②派遣労働者の成果・能力・経験等の公正な評価結果を勘案した
賃金決定

③賃金以外の待遇も、派遣元の正規雇用労働者の待遇と比較して
不合理でない

※ただし、１）の「派遣先労働者との均等・均衡方式」によらなけれ
ば、実質的な意義を果たせない待遇（例：給食施設・休憩室・更衣
室の利用）については、２）の「労使協定による一定水準を満たす
待遇決定方式」の対象としない。その他、派遣先の措置(教育訓練・
福利厚生施設の利用・就業環境の整備等)を強化。

○ 派遣先に対し、派遣料金の設定に際しての配慮義務
を創設。

（３）ガイドラインの根拠規定の整備
○ 均等待遇規定・均衡待遇規定等の解釈明確化のため、
ガイドライン（指針）の策定根拠規定を創設。

別紙13

３ 労働者に対する待遇に関する説明の義務化

○ 有期契約労働者についても、(本人の)待遇内容等に関する説明義務（雇入れ時）を創設。(短時間労働者・派遣労働
者については既に有り)

○ 短時間労働者・有期契約労働者・派遣労働者について、事業主に正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等の説明
義務（求めた場合）を創設。説明を求めた場合の不利益取扱い禁止を規定。

４ 行政による裁判外紛争解決手続の整備等

（１）短時間労働者・有期契約労働者
○ 有期契約労働者について、パートタイム労働法に諸規定を移行・新設することにより、現行のパートタイム労働法
に規定されている行政による助言・指導・勧告等や、都道府県労働局の調停等の対象に。

○ 従来、運用上、行政による助言・指導・勧告等の対象としてこなかった均衡待遇規定について、解釈が明確な場合
は新たに対象に。

（２）派遣労働者
○ 派遣労働者についても、均等・均衡待遇規定等や説明義務について、新たに、現行のパートタイム労働法と同様の
都道府県労働局の調停等の対象に。

○ 施行に当たっては、十分な施行準備期間が必要。また、十分な周知・相談支援が必要であり、その際には、業種・
職種・地域毎の状況も念頭に、中小企業・小規模事業者等各事業主の実情も踏まえ労使双方に丁寧に対応。

５ 法施行に向けて（準備期間の確保）

【概要】 同一労働同一賃金に関する法整備について（報告）②
－労働政策審議会 建議（2017年６月）－
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平 成 2 9 年 9 月 1 2 日 

労働政策審議会 職 業 安 定 分 科 会 

 分科会長 阿部 正浩 殿 

労働政策審議会 雇用環境・均等分科会 

 分科会長 奥宮 京子 殿 

 

 職 業 安 定 分 科 会 同一労働同一賃金部会 

 雇用環境・均等分科会 同一労働同一賃金部会 

                         部会長 守島 基博 

 

 

「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案要綱」に 

ついて 

 

 

平成２９年９月８日付け厚生労働省発基０９０８第６号をもって労働政策審

議会に諮問のあった標記については、本部会は、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

厚生労働省案は、当部会所管関係については、別添のとおりとして、おおむ

ね妥当と認める。 
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一
頁

働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
案
要
綱

第
五

労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

一

待
遇
に
関
す
る
情
報
の
提
供
等

１

労
働
者
派
遣
の
役
務
の
提
供
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
労
働
者
派
遣
契
約
を

締
結
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
派
遣
元
事
業
主
に
対
し
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当

該
労
働
者
派
遣
に
係
る
派
遣
労
働
者
が
従
事
す
る
業
務
ご
と
に
、
比
較
対
象
労
働
者
の
賃
金
そ
の
他
の
待
遇
に
関
す
る

情
報
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
情
報
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

１
の
「
比
較
対
象
労
働
者
」
と
は
、
当
該
労
働
者
派
遣
の
役
務
の
提
供
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
雇
用
さ
れ
る
通
常

の
労
働
者
で
あ
っ
て
、
業
務
の
内
容
及
び
当
該
業
務
に
伴
う
責
任
の
程
度
（
以
下
「
職
務
の
内
容
」
と
い
う
。
）
並
び

に
当
該
職
務
の
内
容
及
び
配
置
の
変
更
の
範
囲
が
、
当
該
労
働
者
派
遣
に
係
る
派
遣
労
働
者
と
同
一
で
あ
る
と
見
込
ま

れ
る
も
の
そ
の
他
の
当
該
派
遣
労
働
者
と
待
遇
を
比
較
す
べ
き
労
働
者
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
を
い
う

も
の
と
す
る
こ
と
。

３

派
遣
元
事
業
主
は
、
労
働
者
派
遣
の
役
務
の
提
供
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
か
ら
１
に
よ
る
情
報
の
提
供
が
な
い
と
き
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二
頁

は
、
当
該
者
と
の
間
で
、
当
該
労
働
者
派
遣
に
係
る
派
遣
労
働
者
が
従
事
す
る
業
務
に
係
る
労
働
者
派
遣
契
約
を
締
結

し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

４

派
遣
先
は
、
１
の
情
報
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
派
遣

元
事
業
主
に
対
し
、
当
該
変
更
の
内
容
に
関
す
る
情
報
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

５

労
働
者
派
遣
の
役
務
の
提
供
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
及
び
派
遣
先
は
、
当
該
労
働
者
派
遣
に
関
す
る
料
金
の
額
に
つ

い
て
、
派
遣
元
事
業
主
が
二
の
１
及
び
２
（
二
の
３
の
協
定
に
係
る
労
働
者
派
遣
に
あ
っ
て
は
、
二
の
３
（

か
ら

（二）

（五）

ま
で
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
）
を
遵
守
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
な
る
よ
う
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の

と
す
る
こ
と
。

二

不
合
理
な
待
遇
の
禁
止
等

１

派
遣
元
事
業
主
は
、
そ
の
雇
用
す
る
派
遣
労
働
者
の
基
本
給
、
賞
与
そ
の
他
の
待
遇
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
当
該

待
遇
に
対
応
す
る
派
遣
先
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
の
待
遇
と
の
間
に
お
い
て
、
当
該
派
遣
労
働
者
及
び
通
常
の

労
働
者
の
職
務
の
内
容
、
当
該
職
務
の
内
容
及
び
配
置
の
変
更
の
範
囲
そ
の
他
の
事
情
の
う
ち
、
当
該
待
遇
の
性
質
及

び
当
該
待
遇
を
行
う
目
的
に
照
ら
し
て
適
切
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
考
慮
し
て
、
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
相
違
を
設
け
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三
頁

て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

派
遣
元
事
業
主
は
、
職
務
の
内
容
が
派
遣
先
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
と
同
一
の
派
遣
労
働
者
で
あ
っ
て
、
当

該
労
働
者
派
遣
契
約
及
び
当
該
派
遣
先
に
お
け
る
慣
行
そ
の
他
の
事
情
か
ら
み
て
、
当
該
派
遣
先
に
お
け
る
派
遣
就
業

が
終
了
す
る
ま
で
の
全
期
間
に
お
い
て
、
そ
の
職
務
の
内
容
及
び
配
置
が
当
該
派
遣
先
と
の
雇
用
関
係
が
終
了
す
る
ま

で
の
全
期
間
に
お
け
る
当
該
通
常
の
労
働
者
の
職
務
の
内
容
及
び
配
置
の
変
更
の
範
囲
と
同
一
の
範
囲
で
変
更
さ
れ
る

と
見
込
ま
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
基
本
給
、
賞
与
そ
の
他
の
待
遇
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、

当
該
通
常
の
労
働
者
の
待
遇
に
比
し
て
不
利
な
も
の
と
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

３

派
遣
元
事
業
主
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る

場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
お
い
て
は
労
働
者
の
過

半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ
る
協
定
に
よ
り
、
そ
の
雇
用
す
る
派
遣
労
働
者
の
待
遇
（
八
の
１
の
教
育
訓
練
、

八
の
２
の
福
利
厚
生
施
設
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
係
る
も
の
を
除
く
。
３
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
た
と
き
は
、
１
及
び
２
は
、

に
掲
げ
る
範
囲
に
属
す
る
派
遣
労
働
者
の
待
遇
に

（一）

つ
い
て
は
適
用
し
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、

、

若
し
く
は

に
掲
げ
る
事
項
で
あ
っ
て
当
該
協
定
で
定

（二）

（四）

（五）
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四
頁

め
た
も
の
を
遵
守
し
て
い
な
い
場
合
又
は

に
関
し
て
当
該
協
定
の
定
め
に
よ
る
公
正
な
評
価
に
取
り
組
ん
で
い
な
い

（三）

場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

そ
の
待
遇
が
当
該
協
定
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
派
遣
労
働
者
の
範
囲

（一）

に
掲
げ
る
範
囲
に
属
す
る
派
遣
労
働
者
の
賃
金
の
決
定
の
方
法
（
イ
及
び
ロ
（
通
勤
手
当
そ
の
他
の
厚
生
労
働

（二）

（一）
省
令
で
定
め
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
イ
）
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）

イ

派
遣
労
働
者
の
従
事
す
る
業
務
と
同
種
の
業
務
に
従
事
す
る
一
般
の
労
働
者
の
平
均
的
な
賃
金
の
額
と
し
て
厚

生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
と
同
等
以
上
の
賃
金
の
額
と
な
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ロ

派
遣
労
働
者
の
職
務
の
内
容
、
職
務
の
成
果
、
意
欲
、
能
力
又
は
経
験
等
の
向
上
が
あ
っ
た
場
合
に
賃
金
が
改

善
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

派
遣
元
事
業
主
は
、

の
賃
金
の
決
定
の
方
法
に
よ
り
賃
金
を
決
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
職
務
の
内
容
、
職
務

（三）

（二）

の
成
果
、
意
欲
、
能
力
又
は
経
験
等
を
公
正
に
評
価
し
、
そ
の
賃
金
を
決
定
す
る
こ
と
。

に
掲
げ
る
範
囲
に
属
す
る
派
遣
労
働
者
の
待
遇
（
賃
金
を
除
く
。

に
お
い
て
同
じ
。
）
の
決
定
の
方
法
（
派

（四）

（一）

（四）

遣
労
働
者
の
待
遇
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
当
該
待
遇
に
対
応
す
る
派
遣
元
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
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五
頁

（
派
遣
労
働
者
を
除
く
。
）
の
待
遇
と
の
間
に
お
い
て
、
当
該
派
遣
労
働
者
及
び
通
常
の
労
働
者
の
職
務
の
内
容
、

当
該
職
務
の
内
容
及
び
配
置
の
変
更
の
範
囲
そ
の
他
の
事
情
の
う
ち
、
当
該
待
遇
の
性
質
及
び
当
該
待
遇
を
行
う
目

的
に
照
ら
し
て
適
切
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
考
慮
し
て
、
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
相
違
が
生
じ
る
こ
と
と
な
ら
な
い

も
の
に
限
る
。
）

派
遣
元
事
業
主
は
、

に
掲
げ
る
範
囲
に
属
す
る
派
遣
労
働
者
に
対
し
て
第
三
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

（五）

（一）

く
教
育
訓
練
を
実
施
す
る
こ
と
。

か
ら

ま
で
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項

（六）

（一）

（五）

４

３
の
協
定
を
締
結
し
た
派
遣
元
事
業
主
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
協
定
を
そ
の
雇
用
す

る
労
働
者
に
周
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

三

職
務
の
内
容
等
を
勘
案
し
た
賃
金
の
決
定

派
遣
元
事
業
主
は
、
派
遣
先
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
と
の
均
衡
を
考
慮
し
つ
つ
、
そ
の
雇
用
す
る
派
遣
労
働
者

（
二
の
２
の
派
遣
労
働
者
及
び
二
の
３
の
協
定
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
待
遇
と
さ
れ
る
派
遣
労
働
者
（
以
下
「
協
定
対

象
派
遣
労
働
者
」
と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
の
職
務
の
内
容
、
職
務
の
成
果
、
意
欲
、
能
力
又
は
経
験
等
を
勘
案
し
、
そ
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六
頁

の
賃
金
（
通
勤
手
当
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。
）
を
決
定
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
も
の
と
す
る
こ
と
。

四

就
業
規
則
の
作
成
の
手
続

派
遣
元
事
業
主
は
、
派
遣
労
働
者
に
係
る
事
項
に
つ
い
て
就
業
規
則
を
作
成
し
、
又
は
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

あ
ら
か
じ
め
、
当
該
事
業
所
に
お
い
て
雇
用
す
る
派
遣
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
の
意
見
を
聴

く
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

五

待
遇
に
関
す
る
事
項
等
の
説
明

１

派
遣
元
事
業
主
は
、
労
働
者
を
派
遣
労
働
者
と
し
て
雇
い
入
れ
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
労
働
者

に
対
し
、
文
書
の
交
付
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
方
法
（
２
に
お
い
て
「
文
書
の
交
付
等
」
と
い
う
。
）
に
よ

り
、

に
掲
げ
る
事
項
を
明
示
す
る
と
と
も
に
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

に
掲
げ
る
措
置
の
内

（一）

（二）

容
を
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

労
働
条
件
に
関
す
る
事
項
の
う
ち
、
労
働
基
準
法
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項

（一）
以
外
の
も
の
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
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七
頁

二
の
１
か
ら
３
ま
で
及
び
三
に
よ
り
措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
（
労
働
基
準
法
第
十
五
条
第
一

（二）
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
及
び

に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
に
関
し
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い

（一）

る
措
置
の
内
容

２

派
遣
元
事
業
主
は
、
労
働
者
派
遣
（
二
の
３
の
協
定
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か

じ
め
、
当
該
労
働
者
派
遣
に
係
る
派
遣
労
働
者
に
対
し
、
文
書
の
交
付
等
に
よ
り
、

に
掲
げ
る
事
項
を
明
示
す
る
と

（一）

と
も
に
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

に
掲
げ
る
措
置
の
内
容
を
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の

（二）

と
す
る
こ
と
。

労
働
基
準
法
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
及
び
１
の

に
掲
げ
る
事
項
（
厚
生

（一）

（一）

労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。
）

１
の

に
掲
げ
る
措
置
の
内
容

（二）

（二）

３

派
遣
元
事
業
主
は
、
そ
の
雇
用
す
る
派
遣
労
働
者
か
ら
求
め
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
派
遣
労
働
者
に
対
し
、
当
該

派
遣
労
働
者
と
一
の
２
の
比
較
対
象
労
働
者
と
の
間
の
待
遇
の
相
違
の
内
容
及
び
理
由
並
び
に
二
か
ら
四
ま
で
に
よ
り

措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
に
関
す
る
決
定
を
す
る
に
当
た
っ
て
考
慮
し
た
事
項
を
説
明
し
な
け
れ
ば
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な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

４

派
遣
元
事
業
主
は
、
派
遣
労
働
者
が
３
に
よ
る
求
め
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
当
該
派
遣
労
働
者
に
対
し
て
解

雇
そ
の
他
不
利
益
な
取
扱
い
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

六

派
遣
先
へ
の
通
知

派
遣
元
事
業
主
が
労
働
者
派
遣
を
す
る
と
き
に
派
遣
先
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
に
、
当
該
労
働
者
派
遣
に

係
る
派
遣
労
働
者
が
協
定
対
象
派
遣
労
働
者
で
あ
る
か
否
か
の
別
を
追
加
す
る
こ
と
。

七

派
遣
元
管
理
台
帳

派
遣
元
管
理
台
帳
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
に
、
協
定
対
象
派
遣
労
働
者
で
あ
る
か
否
か
の
別
を
追
加
す
る

こ
と
。

八

適
正
な
派
遣
就
業
の
確
保
等

１

派
遣
先
は
、
そ
の
指
揮
命
令
の
下
に
労
働
さ
せ
る
派
遣
労
働
者
に
つ
い
て
、
当
該
派
遣
労
働
者
を
雇
用
す
る
派
遣
元

事
業
主
か
ら
の
求
め
に
応
じ
、
当
該
派
遣
労
働
者
が
従
事
す
る
業
務
と
同
種
の
業
務
に
従
事
す
る
そ
の
雇
用
す
る
労
働

者
が
従
事
す
る
業
務
の
遂
行
に
必
要
な
能
力
を
付
与
す
る
た
め
の
教
育
訓
練
に
つ
い
て
は
、
当
該
派
遣
労
働
者
が
当
該
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業
務
に
必
要
な
能
力
を
習
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
当
該
派
遣
労
働
者
が
既
に
当
該
業
務
に
必
要
な

能
力
を
有
し
て
い
る
場
合
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
を
除
き
、
当
該
派
遣
労
働
者
に
対
し
て
も
、
こ
れ
を

実
施
す
る
等
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

派
遣
先
は
、
当
該
派
遣
先
に
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
に
対
し
て
利
用
の
機
会
を
与
え
る
福
利
厚
生
施
設
で
あ
っ
て
、
業

務
の
円
滑
な
遂
行
に
資
す
る
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
指
揮
命
令
の
下
に
労
働

さ
せ
る
派
遣
労
働
者
に
対
し
て
も
、
利
用
の
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

３

第
四
十
条
第
一
項
に
定
め
る
も
の
並
び
に
１
及
び
２
の
も
の
の
ほ
か
、
派
遣
先
は
、
そ
の
指
揮
命
令
の
下
に
労
働
さ

せ
る
派
遣
労
働
者
に
つ
い
て
、
当
該
派
遣
就
業
が
適
正
か
つ
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
適
切
な
就
業
環
境

の
維
持
、
診
療
所
等
の
施
設
で
あ
っ
て
現
に
当
該
派
遣
先
に
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
が
通
常
利
用
し
て
い
る
も
の
（
２
の

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
福
利
厚
生
施
設
を
除
く
。
）
の
利
用
に
関
す
る
便
宜
の
供
与
等
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う

に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

４

派
遣
先
は
、
第
三
十
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
措
置
並
び
に
二
の
１
か
ら
３
ま
で
及
び
五
の
３
の
措
置
が
適
切
に
講
じ

ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
派
遣
元
事
業
主
の
求
め
に
応
じ
、
当
該
派
遣
先
に
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
に
関
す
る
情
報
、
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頁

当
該
派
遣
労
働
者
の
業
務
の
遂
行
の
状
況
そ
の
他
の
情
報
で
あ
っ
て
当
該
措
置
に
必
要
な
も
の
を
提
供
す
る
等
必
要
な

協
力
を
す
る
よ
う
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

九

派
遣
先
管
理
台
帳

派
遣
先
管
理
台
帳
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
に
、
協
定
対
象
派
遣
労
働
者
で
あ
る
か
否
か
の
別
を
追
加
す
る

こ
と
。

十

紛
争
の
解
決

１

苦
情
の
自
主
的
解
決

派
遣
元
事
業
主
は
、
二
及
び
五
に
関
し
、
派
遣
労
働
者
か
ら
苦
情
の
申
出
を
受
け
た
と
き
、
又
は
派
遣
労
働
者
が

（一）
派
遣
先
に
対
し
て
申
し
出
た
苦
情
の
内
容
が
当
該
派
遣
先
か
ら
通
知
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
自
主
的
な
解
決
を
図
る

よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

派
遣
先
は
、
八
の
１
及
び
２
に
関
し
、
派
遣
労
働
者
か
ら
苦
情
の
申
出
を
受
け
た
と
き
は
、
そ
の
自
主
的
な
解
決

（二）
を
図
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
特
例
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二
及
び
五
に
つ
い
て
の
派
遣
労
働
者
と
派
遣
元
事
業
主
と
の
間
の
紛
争
並
び
に
八
の
１
及
び
２
に
つ
い
て
の
派
遣
労

働
者
と
派
遣
先
と
の
間
の
紛
争
に
つ
い
て
は
、
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
四
条
、
第
五
条

及
び
第
十
二
条
か
ら
第
十
九
条
ま
で
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
３
及
び
４
に
よ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

３

紛
争
の
解
決
の
援
助

都
道
府
県
労
働
局
長
は
、
２
の
紛
争
に
関
し
、
当
該
紛
争
の
当
事
者
の
双
方
又
は
一
方
か
ら
そ
の
解
決
に
つ
き
援

（一）
助
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
紛
争
の
当
事
者
に
対
し
、
必
要
な
助
言
、
指
導
又
は
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
と
す
る
こ
と
。

派
遣
元
事
業
主
及
び
派
遣
先
は
、
派
遣
労
働
者
が

の
援
助
を
求
め
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
当
該
派
遣
労
働
者

（二）

（一）

に
対
し
て
不
利
益
な
取
扱
い
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

４

調
停都

道
府
県
労
働
局
長
は
、
２
の
紛
争
に
つ
い
て
、
当
該
紛
争
の
当
事
者
の
双
方
又
は
一
方
か
ら
調
停
の
申
請
が
あ

（一）
っ
た
場
合
に
お
い
て
当
該
紛
争
の
解
決
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
個
別
労
働
関
係
紛
争
の
解
決
の

促
進
に
関
す
る
法
律
第
六
条
第
一
項
の
紛
争
調
整
委
員
会
に
調
停
を
行
わ
せ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
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３
の

は
、
派
遣
労
働
者
が

の
申
請
を
し
た
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（二）

（二）

（一）

の
調
停
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
に
関
す
る
法

（三）

（一）
律
の
規
定
を
準
用
す
る
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
読
替
え
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

十
一

公
表
等

厚
生
労
働
大
臣
に
よ
る
勧
告
及
び
公
表
の
対
象
に
、
一
の
１
若
し
く
は
４
又
は
八
の
１
若
し
く
は
２
に
違
反
し
て
い
る

場
合
及
び
こ
れ
ら
に
違
反
し
て
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
導
又
は
助
言
を
受
け
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
な
お
こ

れ
ら
に
違
反
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
を
追
加
す
る
こ
と
。

十
二

そ
の
他

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

第
七

短
時
間
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

一

題
名

題
名
を
「
短
時
間
労
働
者
及
び
有
期
雇
用
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
る
こ
と
。

二

定
義

126



一
三
頁

１

「
短
時
間
労
働
者
」
と
は
、
一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
同
一
の
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
（
当
該
事

業
主
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
と
同
種
の
業
務
に
従
事
す
る
当
該
事
業
主
に
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
に
あ
っ
て
は
、

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
を
除
き
、
当
該
労
働
者
と
同
種
の
業
務
に
従
事
す
る
当
該
通
常
の
労
働
者
）
の
一
週
間

の
所
定
労
働
時
間
に
比
し
短
い
労
働
者
を
い
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

「
有
期
雇
用
労
働
者
」
と
は
、
事
業
主
と
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
を
締
結
し
て
い
る
労
働
者
を
い
う
も
の
と

す
る
こ
と
。

３

「
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
」
と
は
、
短
時
間
労
働
者
及
び
有
期
雇
用
労
働
者
を
い
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

三

基
本
的
理
念

短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
及
び
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
に
な
ろ
う
と
す
る
者
は
、
生
活
と
の
調
和
を
保
ち
つ
つ

そ
の
意
欲
及
び
能
力
に
応
じ
て
就
業
す
る
こ
と
が
で
き
る
機
会
が
確
保
さ
れ
、
職
業
生
活
の
充
実
が
図
ら
れ
る
よ
う
に
配

慮
さ
れ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

四

不
合
理
な
待
遇
の
禁
止

事
業
主
は
、
そ
の
雇
用
す
る
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
の
基
本
給
、
賞
与
そ
の
他
の
待
遇
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
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当
該
待
遇
に
対
応
す
る
通
常
の
労
働
者
の
待
遇
と
の
間
に
お
い
て
、
当
該
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
及
び
通
常
の
労
働

者
の
業
務
の
内
容
及
び
当
該
業
務
に
伴
う
責
任
の
程
度
（
以
下
「
職
務
の
内
容
」
と
い
う
。
）
、
当
該
職
務
の
内
容
及
び

配
置
の
変
更
の
範
囲
そ
の
他
の
事
情
の
う
ち
、
当
該
待
遇
の
性
質
及
び
当
該
待
遇
を
行
う
目
的
に
照
ら
し
て
適
切
と
認
め

ら
れ
る
も
の
を
考
慮
し
て
、
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
相
違
を
設
け
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

五

通
常
の
労
働
者
と
同
視
す
べ
き
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
に
対
す
る
差
別
的
取
扱
い
の
禁
止

事
業
主
は
、
職
務
の
内
容
が
通
常
の
労
働
者
と
同
一
の
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
で
あ
っ
て
、
当
該
事
業
所
に
お
け

る
慣
行
そ
の
他
の
事
情
か
ら
み
て
、
当
該
事
業
主
と
の
雇
用
関
係
が
終
了
す
る
ま
で
の
全
期
間
に
お
い
て
、
そ
の
職
務
の

内
容
及
び
配
置
が
当
該
通
常
の
労
働
者
の
職
務
の
内
容
及
び
配
置
の
変
更
の
範
囲
と
同
一
の
範
囲
で
変
更
さ
れ
る
と
見
込

ま
れ
る
も
の
（
六
に
お
い
て
「
通
常
の
労
働
者
と
同
視
す
べ
き
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は

、
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
基
本
給
、
賞
与
そ
の
他
の
待
遇
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、

差
別
的
取
扱
い
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

六

賃
金

事
業
主
は
、
通
常
の
労
働
者
と
の
均
衡
を
考
慮
し
つ
つ
、
そ
の
雇
用
す
る
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
（
通
常
の
労
働
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者
と
同
視
す
べ
き
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
を
除
く
。
七
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
職
務
の
内
容
、
職
務
の
成
果
、
意
欲

、
能
力
又
は
経
験
等
を
勘
案
し
、
そ
の
賃
金
（
通
勤
手
当
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。
）
を
決
定

す
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

七

福
利
厚
生
施
設

事
業
主
は
、
通
常
の
労
働
者
に
対
し
て
利
用
の
機
会
を
与
え
る
福
利
厚
生
施
設
で
あ
っ
て
、
健
康
の
保
持
又
は
業
務
の

円
滑
な
遂
行
に
資
す
る
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
雇
用
す
る
短
時
間
・
有
期
雇
用

労
働
者
に
対
し
て
も
、
利
用
の
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

八

事
業
主
が
講
ず
る
措
置
の
内
容
等
の
説
明

１

事
業
主
は
、
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
を
雇
い
入
れ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
四
か
ら
七
ま
で
並
び
に
第
十
一
条

及
び
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
（
労
働
基
準
法
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定

す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
及
び
特
定
事
項
を
除
く
。
）
に
関
し
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
措
置
の
内
容
に
つ

い
て
、
当
該
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
に
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

事
業
主
は
、
そ
の
雇
用
す
る
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
か
ら
求
め
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
短
時
間
・
有
期
雇
用
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一
六
頁

労
働
者
と
通
常
の
労
働
者
と
の
間
の
待
遇
の
相
違
の
内
容
及
び
理
由
並
び
に
四
か
ら
七
ま
で
並
び
に
第
六
条
、
第
七
条

、
第
十
一
条
及
び
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
に
関
す
る
決
定
を
す
る
に
当

た
っ
て
考
慮
し
た
事
項
に
つ
い
て
、
当
該
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
に
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ

と
。

３

事
業
主
は
、
短
時
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
が
２
に
よ
る
求
め
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
当
該
短
時
間
・
有
期
雇

用
労
働
者
に
対
し
て
解
雇
そ
の
他
不
利
益
な
取
扱
い
を
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

九

指
針

事
業
主
が
講
ず
べ
き
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
措
置
等
の
適
切
か
つ
有
効
な
実
施
を
図
る
た
め
の
指
針
の
対
象
に

、
四
か
ら
八
ま
で
に
よ
る
措
置
並
び
に
第
六
条
、
第
七
条
、
第
十
一
条
及
び
第
十
三
条
に
定
め
る
措
置
を
追
加
す
る
こ
と
。

十

紛
争
の
解
決

こ
の
法
律
に
規
定
す
る
紛
争
の
解
決
に
関
す
る
規
定
の
対
象
に
、
四
に
つ
い
て
の
苦
情
及
び
紛
争
を
追
加
す
る
こ
と
。

十
一

そ
の
他

１

四
か
ら
八
ま
で
の
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
規
定
の
対
象
に
有
期
雇
用
労
働
者
を
追
加
す
る
こ
と
。
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一
七
頁

２

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

第
八

労
働
契
約
法
の
一
部
改
正

一

期
間
の
定
め
が
あ
る
こ
と
に
よ
る
不
合
理
な
労
働
条
件
の
禁
止
に
関
す
る
規
定
を
削
除
す
る
こ
と
。

二

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

第
九

附
則

一

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。

二

経
過
措
置

１

中
小
事
業
主
（
そ
の
資
本
金
の
額
又
は
出
資
の
総
額
が
三
億
円
（
小
売
業
又
は
サ
ー
ビ
ス
業
を
主
た
る
事
業
と
す
る

事
業
主
に
つ
い
て
は
五
千
万
円
、
卸
売
業
を
主
た
る
事
業
と
す
る
事
業
主
に
つ
い
て
は
一
億
円
）
以
下
で
あ
る
事
業
主

及
び
そ
の
常
時
使
用
す
る
労
働
者
の
数
が
三
百
人
（
小
売
業
を
主
た
る
事
業
と
す
る
事
業
主
に
つ
い
て
は
五
十
人
、
卸

売
業
又
は
サ
ー
ビ
ス
業
を
主
た
る
事
業
と
す
る
事
業
主
に
つ
い
て
は
百
人
）
以
下
で
あ
る
事
業
主
を
い
う
。
）
に
つ
い

て
は
、
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
第
七
に
よ
る
改
正
後
の
短
時
間
労
働
者
及
び
有
期
雇
用
労
働
者
の
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一
八
頁

雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
、
第
三
条
、
第
三
章
第
一
節
及
び
第
四
章
（
第
二
十
七
条
を
除
く

。
）
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
七
に
よ
る
改
正
前
の
短
時
間
労
働
者
の

雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
、
第
三
条
、
第
三
章
第
一
節
及
び
第
四
章
（
第
二
十
七
条
を
除
く
。
）
の

規
定
並
び
に
第
八
に
よ
る
改
正
前
の
労
働
契
約
法
第
二
十
条
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

１
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
、
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
と
と
も
に
、
関
係
法
律
に
つ
い
て
所
要
の
規

定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

三

検
討
規
定

１

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し
て
、
改
正
後
の
各
法
律
の
規
定
に
つ
い
て
、
そ
の
施
行
の
状
況
等

を
勘
案
し
つ
つ
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の

と
す
る
こ
と
。
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支給対象 概要

基本退職金 すべての被共済者
○掛金月額と掛金納付月数に応じて、あらかじめ定められた金額。

○予定運用利回り年１％として設計。

付加退職金
掛金納付月数が

43月以上の被共済者

○実際の運用収入の状況等に応じて基本退職金に上乗せされる金額。

○計算月※において、その時点の基本退職金額にその年度の支給率

を乗じて得た額を、退職時まで合計した金額。

○付加退職金の支給率は、厚生労働大臣が、各年度ごとに、運用収

入の見込額等を勘案して、労働政策審議会の意見を聴いて定める。

付加退職金の概要

□ 退職金の額は、あらかじめ額の確定している「基本退職金」と、実際の運用
収入等に応じて支給される「付加退職金」の合計額として算定。

□ 付加退職金は、運用収入等の状況に応じて基本退職金に上乗せされるもので
あり、金利の変動に弾力的に対応することを目的として、平成３年度に導入。

□ 付加退職金の支給率は、各年度ごとに、運用収入の見込額等を勘案して、定
めるものであり、平成29年度の付加退職金支給率を０％とすることとしたもの。

掛金納付月数が43月以上の被共済者が当該年度中の
計算月に退職したと仮定した場合の退職金額の合計

運用収入のうち付加退職金の支払に充てるべき額
（利益見込額の２分の１を基本）

支給率＝

※43月目とその後12ヶ月ごとの月

別紙15

参考：付加退職金の計算例

○ 平成20年4月に掛金月額10,000円で加入し、平成29年3月（加入108月）で退職
した場合における退職金額は以下のとおり。（掛金増額や過去勤務はないと仮定）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

0 0 0 0 0 0 0.0182 0.0216 0

H20.4 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H27.3 H28.3 H29.3

1 12 24 36 48 60 96 10843 55 79 103

H25.3 H26.3

7267 9184

※ 各年度の付加退職金支給率は以下の表のとおり。

付加退職金額＝ (加入79月目で退職した時の基本退職金)×(79月目が属する年度の付加退職金支給率)〔26年度分〕

＋ (加入91月目で退職した時の基本退職金)×(91月目が属する年度の付加退職金支給率)〔27年度分〕

＝ 813,100×0.0182＋944,500×0.0216
＝ 14,799＋20,402
＝ 35,201

加入 退職

退職金額 ＝ 基本退職金（掛金納付月数108月）＋ 付加退職金
＝ 1,132,300 ＋ 35,201
＝ 1,167,501 円
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